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今週のことば

原動機付自転車の見直し

来年１１月の排ガス規制強化により排気

量５０ｃｃ以下の原付は生産・販売が困難と

なるため、出力制御した１２５ｃｃ以下の二

輪車を原付免許で運転可能とする方針。

 ◆ 今週のこよみ ◆　ご自分の予定を確認して下さい

 ９／　２(月) 赤口　６月決算法人の確定申告ほか

 　　　３(火) 友引　旧暦８月１日

 　　　４(水) 先負

 　　　５(木) 仏滅

 　　　６(金) 大安　８月の米雇用統計発表

 　　　７(土) 赤口　白露、立憲民主党代表選告示

 　　　８(日) 先勝  大相撲秋場所初日 　　　　　　　　　　　　　　　　

 先週の株と為替

　　　　日経平均株価　  円(対米ﾄﾞﾙ)

 8/26(月) 38,110 ▼254   143.89 △1.92

   27(火) 38,289 △179   144.98 ▼1.09

   28(水) 38,372 △ 83   144.55 △0.43

   29(木) 38,363 ▼  9   144.71 ▼0.16

   30(金) 38,648 △285   144.93 ▼0.22

１０月以降に改定される地域別最低賃金

　令和６年度の地域別最低賃金の改定額について、

各都道府県の答申が出揃いました。

◆２７県が５０円を超える引上げ額に

　令和６年度の地域別最低賃金は、先月に中央審議

会が示した引上げ額の目安（全ての地域で５０円）な

どを参考として各地方審議会が審議した結果、徳島

の８４円をはじめ、岩手・愛媛の５９円、島根の５８

円など２７県が目安を超える改定額を答申しました。

　これにより、答申された改定額の全国加重平均額

は１０５５円（前年度比５１円引上げ）となり、１千

円以上は８都府県から１６都道府県になります。

　改定額の発効日は各都道府県で異なり、１０月以降

（１０月１日～１１月１日）に順次発効予定です。

◆Ｑ＆Ａ

Ｑ．地域別最低賃金の対象は？

Ａ．雇用形態などに関係なく、各都道府県内の事業

場で働くすべての労働者に適用され、最低賃金より

低い賃金を合意の上で定めても無効です。なお、障

害により著しく労働能力の低い方や試の使用期間中

の方などは許可を受けることで減額が認められます。

Ｑ．最低賃金の対象となる賃金とは？

Ａ．毎月支払われる基本的な賃金が対象となり、賞

与や時間外割増賃金、通勤手当などを除きます。

Ｑ．派遣労働者に適用される最低賃金は？

Ａ．派遣先事業場の地域の最低賃金が適用されます。

Ｑ．賃上げに向けた中小企業支援策は？

Ａ．給与等支給額の増加額の一定割合を税額控除す

る「賃上げ促進税制」や、事業場内最低賃金を引上

げて一定の設備投資等を行う場合に設備投資等の費

用を助成する「業務改善助成金」などがあります。

■この記事の詳細は､情報ＢＯＸ２０１５３３

青色事業専従者等に係る定額減税について

　定額減税（所得税３万円・個人住民税１万円）

において、青色事業専従者等（青色事業専従者と

して給与の支払を受ける人及び白色事業専従者）

の方は制度上、同一生計配偶者又は扶養親族に含

まれないため、納税者本人として定額減税の適用

を受けることになります。

　ただし、所得税及び個人住民税所得割の税額が

ないことで減税を受けられない方は、令和７年以

降に個人住民税を課税する市区町村が行う調整給

付（不足額給付）の対象となり、原則４万円が支

給されます（低所得世帯向け給付や当初調整給付

を受給している場合は対象外）。この場合は原則、

本人から市区町村への申請が必要となります。

★☆★ ９月のチェックポイント ★☆★

※ 健保・厚年の新標準報酬月額決定通知書が届き、

９月分（１０月納付）から適用されるので、各人

に通知するとともに賃金台帳に転記します。

※ ９月は１０月１日から始まる「全国労働衛生週

間」の準備月間。今年のスローガンは「推してま

す　みんなの笑顔　健康職場」です。

※９月２１日～３０日は「秋の全国交通安全運動」。

　　　情報ＢＯＸ番号が付いている記事の詳細情報は下記

　　　 の手順で取り出すことができます。【無料】

　　　 ①03-3940-6000へＴＥＬ(プッシュ回線)。

　　　 ②記事下のＢＯＸ番号を入力し＃。
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★現在、神奈川・岐阜・静岡・愛知・福岡・大分・

宮崎・鹿児島の１８８市町村に災害救助法が適用

され、被災中小企業対策が実施されます。
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10 月以降に改定される「地域別最低賃金」の概要 

◆令和 6 年度地域別最低賃金の答申の概要 

・令和 6 年度の地域別最低賃金について、中央最低賃金審議会が示した引上げ額の目安などを参考

として、各地方最低賃金審議会が答申した改定額が出揃い、47 都道府県で 50 円～84 円の引上

げとなり 27 県※が目安額（50 円）を超える引上げ額を答申しました。 

※引上げ額が 84 円は徳島県、59 円は岩手県・愛媛県、58 円は島根県、57 円は鳥取県、56 円

は佐賀県・鹿児島県・沖縄県、55 円は青森県・山形県・福島県・高知県・大分県・長崎県・宮崎

県、54 円は秋田県・新潟県・熊本県、53 円は福井県、52 円は茨城県・香川県、51 円は石川

県・岐阜県・兵庫県・和歌山県・山口県・福岡県。それ以外の 20 都道府県は 50 円。 

・改定額の全国加重平均額は 1,055 円（前年度比 51 円引上げ）となり、改定額の最高額は東京

都の 1,163 円、最低額は秋田県の 951 円です。 

・答申された改定額は、都道府県労働局での関係労使からの異議申出に関する手続を経た上で、都

道府県労働局長の決定により、10 月１日から 11 月１日までの間に順次発効される予定です。 

◆最低賃金制度の概要 

 最低賃金制度とは、最低賃金法に基づき国が賃金の最低限度を定め、使用者は、その最低賃金額

以上の賃金を支払わなければならないとする制度です。仮に最低賃金額より低い賃金を労働者の合

意の上で定めても法律によって無効とされ、最低賃金額と同額の定めをしたものとされます。 

◎最低賃金の種類 

 最低賃金には、「地域別最低賃金」と「特定（産業別）最低賃金」の 2 種類があります。 

 「地域別最低賃金」は、産業や職種にかかわりなく、都道府県内の事業場で働くすべての労働者

とその使用者に対して適用される最低賃金として、各都道府県に 1 つずつ定められています。 

 「特定（産業別）最低賃金」は、特定の産業について設定されている最低賃金で、関係労使が基

幹的労働者を対象として、地域別最低賃金よりも金額水準の高い最低賃金を定めることが必要と認

める産業について設定されています。 

 なお、地域別最低賃金額以上を支払わない場合は最低賃金法に罰則（罰金 50 万円以下）、特定

最低賃金額以上を支払わない場合は労働基準法に罰則（罰金 30 万円以下）が定められています。 

◎最低賃金が適用される労働者の範囲 

 地域別最低賃金は、パートタイマー、アルバイト、臨時、嘱託など雇用形態や呼称に関係なく、

各都道府県内の事業場で働くすべての労働者とその使用者に適用されます。 

 なお、①精神又は身体の障害により著しく労働能力の低い方、②試の使用期間中の方、③基礎的

な技能等を内容とする認定職業訓練を受けている方のうち厚生労働省令で定める方、④軽易な業務

に従事する方、⑤断続的労働に従事する方については、使用者が都道府県労働局長の許可を受ける

ことを条件として個別に最低賃金の減額の特例が認められています。 

◎最低賃金の対象となる賃金 

 最低賃金の対象となる賃金は、毎月支払われる基本的な賃金です。実際に支払われる賃金から、

①臨時に支払われる賃金（結婚手当など）、②１ヵ月を超える期間ごとに支払われる賃金（賞与な

ど）、③時間外割増賃金、④休日割増賃金、⑤深夜割増賃金、⑥精皆勤手当、通勤手当及び家族手

当を除外したものが最低賃金の対象となります。 

◎派遣労働者に適用される最低賃金 

 派遣元の事業場の所在地にかかわらず、派遣先の事業場の最低賃金が適用されます。 

◆賃金引上げに関する主な中小企業支援策 

◎業務改善助成金：生産性向上に資する設備投資等（機械設備、コンサルティング導入や人材育

成・教育訓練）を行うとともに、事業場内最低賃金を一定額（各コースに定める金額）以上引上げ

た場合、その設備投資などにかかった費用の一部を助成する制度です。 

◎キャリアアップ助成金：賃金規定等を改定し、非正規雇用労働者の基本給を３％以上賃上げする

場合に、キャリアアップ助成金の「賃金規定等改定コース」が利用できます。 

※最低賃金の改定に伴う賃金規定等の改定をした場合も対象。 

◎中小企業向け賃上げ促進税制：国内雇用者に対する給与等支給額を前年度比 1.5％以上増加させ

た場合に、その増加額の一定割合を法人税（個人事業主は所得税）から税額控除できます。 

※令和 6 年 4 月以降に開始する事業年度から最大で給与等支給増加額の 45％を税額控除できます

（控除額は法人税額又は所得税額の 20％が上限）。また、繰越控除措置が創設され、控除しきれ

なかった金額を最長 5 年間繰越すことが可能です。 


